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治療と仕事を両立する患者に対する継続的な支援の実態と方策の検討 
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研究分担者 古屋 佑子 （東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 助教） 

研究要旨： 

【目的・方法】「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」が公表

され、トライアングル型支援、医療保険点数などの施策があるが、復帰後の支援につい

てはどこまで関与しているのか不明である実態がある。本研究は、外部の支援機関にお

ける立場としての都道府県産業保健総合支援センター（以下、さんぽセンター）におけ

る「継続支援」に対する関わりを検討することを目的とした。さんぽセンターの「継続

支援」に関する方法や現状について、さんぽセンターの相談員に対してオンラインでの

インタビュー調査（半構造化面接）を実施した。インタビュー内容は録音し、逐語録を

作成した。また、企業の産業保健活動の支援と両立支援について、意見交換を行った。 

【結果】独立行政法人労働者健康福祉機構および機縁法により抽出された 14名の専門

職へインタビューを行った。全ての専門職は 5～6年勤続する保健師で、産業保健分野

での経験のある保健師が 12名であった。さんぽセンター内部に雇用される医療従事者

は、インタビュー対象者のみがほとんどであった。業務内容のうち両立支援分野の割合

は 3～8割で、移植する両立支援促進員の人数・職種は都道府県ごとに異なり、差が見

られていた。さんぽセンターでの当事者発信による支援における「継続支援」のケース

は 14名×5年間のうち 1～2例で、ほとんど該当するケースがなかった。一方、事業者

への支援の場合には、少数ではあるが「継続支援」に該当するケースが複数のさんぽセ

ンターでみられており、断続的にはなるものの、事業者支援において「継続支援」が可

能であることが判明した。同様に、意見交換においても、さんぽセンターの本来の役割

である事業者の産業保健活動を支援するという立場を維持したうえで、両立支援を推

奨していきたい旨を聴取した。 

【考察・結論】外部支援機関の立場での当事者支援に対しては、本人や会社の合意な

ど、限界がみられた。事業者支援に関しては、「継続支援」に該当する複数のケースも

あり、今後も継続的に事業者支援を続けていく必要があると考えられた。事業者支援の

一環としての活動を拡大させ、事業者や医療機関の体制整備への支援、医療機関の患者

支援を支援する立場としての関わりを強めていくことで、両立支援・継続支援の促進に

に繋がっていくと考えられた。 

研究協力者 
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深井 航太 （東海大学 医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学 講師） 

  

－167－



 

Ａ．目的 

2016 年に「事業場における治療と仕事
の両立支援のためのガイドライン」（以下、
ガイドライン）が公表されてから、企業・
医療機関双方で少しずつ両立支援の枠組
みが広がってきている。社内で産業保健
専門職（産業医、産業保健看護職）を雇用
している企業においては、メンタルヘル
ス不調やがんを始めとする様々な疾患を
持つ従業員への対応（有病者支援）は、
日々の産業保健活動の中で行えている現
状がある。しかし、社内に産業保健専門職
を雇用していない中小零細企業では、企
業の産業保健活動に対する専門家の支援
は不十分であることが知られている。 

一方で、ガイドラインが発行されてか
ら、医療機関の中での治療と仕事の両立
支援も推進されてきている。診療の中で
のインセンティブとして、現在の診療報
酬制度の中では医療保険点数がついてい
るが、点数の算定にはハードルがあると
されている。また多くの医療機関は多忙
であることから、厚生労働省を始め、労働
局や労働基準監督署、自治体その他の研
修会、医師会、MSW協会の研修会などで
広く広報しているが、なかなか対応が広
がらない現状もある。特に、医療機関が保
持している患者の健康情報を企業と共有
することに抵抗がある医師等の医療従事
者もおり、医療機関における両立支援で
は複数のハードルがあることが挙げられ
てきた。 

ガイドラインの発行後、中小企業の産
業保健活動を支援している都道府県産業
保健総合支援センターが、医療機関の中
に出張窓口を開設し、就労に関する患者
相談事業を開始している。このことによ
って、当事者である患者本人だけではな
く MSW 等の医療機関の支援者と、外部
支援機関としての企業の産業保健支援者
が、直接連携を取れる仕組みが構築でき
ることとなった。 

本研究は、企業でも医療機関でもない
外部の支援機関における立場として、都
道府県産業保健総合支援センターに注目
し、都道府県産業保健総合支援センター
（さんぽセンター）の支援機関としての
機能と「継続支援」に対する関わりを検討
することを目的に、インタビュー調査お
よび各種支援機関との連携体制に関する
意見交換を実施した。 

 
Ｂ．方法 
１）専門職へのインタビュー調査 

「継続支援」に関する方法や現状につ
いて都道府県産業保健総合支援センター
の相談員に対してインタビュー調査（半
構造化面接）を実施した。原則、オンライ
ンでのインタビュー調査とし、インタビ
ュー内容は録音し、逐語録を作成した。 

対象者は都道府県産業保健総合支援セ
ンターに所属する産業保健専門職とした。
研究班内の有識者を通じ、治療と仕事の
両立支援に熱心な産業保健総合支援セン

－168－



 

ター専門職を、また独立行政法人労働者
健康安全機構の本部から、「継続支援」分
野での知見の多いと目される専門職の紹
介により、インタビュー対象者を抽出し
た。調査は独立行政法人労働者健康安全
機構本部を通じて各産業保健総合支援セ
ンターに依頼し、インタビューの可否も
労働者健康安全機構本部を通じて取得さ
れた。インタビュー調査の内容は、以下の
通りである。 
（１）対象者の基本属性と都道府県産業
保健総合支援センター内の体制 
（２） 当事者への支援状況・支援件数 
・相談の経路、相談内容 
・復職・就業上の配慮に関する相談、面会
頻度とタイミング 
・支援終了の判断とその理由 
・就職・転職・退職の相談状況 
（３） 組織（会社、医療機関）への支援
状況・支援件数 
・相談の経路、相談内容 
・復職・就業上の配慮に関する相談、面会
頻度とタイミング 
・支援終了の判断とその理由 
・就職・転職・退職の相談状況 
（４） 継続支援に関する意見、情報交換 
・継続支援を促進・阻害する条件（当事者、
企業、医療機関） 
・行政機関に望むこと等 
２）さんぽセンターとの意見交換 
 東海大学がある神奈川県には、県内に 4
つの大学病院を有している。両立支援に

おいては 4 大学会議としての連携手段が
あり、神奈川県産業保健総合支援センタ
ーと連携があり、神奈川県における両立
支援の当事者支援に対する産業保健総合
支援センターの現状と、事業者支援との
役割分担、連携や関連などの項目ついて、
神奈川県産業保健総合支援センター副所
長、産業保健専門職、両立支援専門職と意
見交換を実施した。 
 
Ｃ．結果 

１）専門職インタビュー調査 
15 名の専門職が対象となった。調査依

頼時に 1 名より辞退の申し出があり、イ
ンタビュー対象者は 14 名であった。産業
保健専門職 11 名、両立支援専門職 1 名で
あった。インタビュー者は、看護師・保健
師資格を有する医療従事者であった。対
象者の勤続年数は 4～6 年目で、過去に産
業保健経験がある専門職が多かった。 
（１）当事者である患者への支援 

産業保健総合支援センターが連携まで
行う支援につながる事例は、各さんぽセ
ンターでも数件ずつ見られていた。相談
方法としては直接電話での相談や医療機
関の出張相談窓口を通じた相談が多くな
っているが、相談内容の多くは経済面に
関する制度の案内のみで対応が終了する
ケースや、患者本人が会社との連携を「そ
こまでは不要」と希望しているケースが
多く、外部支援機関が支援に進むにはハ
ードルがあることが判明した。また、本人
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が会社とのコミュニケーションを行えな
いために、さんぽセンターの担当者から
「伝えてほしい」という希望があるとい
う場合も、さんぽセンターでの相談内容
として一定の割合を占めていた。 

一方、患者・企業、医療機関という個別
調整支援に関われるケースの多くは、会
社の同意があることであり、企業側から
のケース相談の方が介入に入りやすい傾
向があった。しかし、さんぽセンターに相
談してくる企業がスムーズであるのは、
意識の高い会社であるというバイアスが
かかっている可能性があり、さんぽセン
ターが支援しなくても問題ない企業であ
る可能性も考えられた。 

また、本人相談の内容では、転職・退職
の相談について、多くのさんぽセンター
で当事者相談の一定の割合を占めた。正
確な割合は不明であるが、今回インタビ
ューを実施した産業保健専門職が対応す
るようなケースでは、一定の割合で発生
すると考えられた（都道府県によって異
なるが 3～8 割前後と想定）。このような
相談を受けた場合、さんぽセンターでも
労働者であるからこそ使える支援制度が
あること等の説明も行っていたが、本人
の決定を尊重していた。このような場合
に、ハローワークの長期療養者支援制度
をご紹介するが、ハローワークとの直接
の連携は難しいことが多くの専門職から
聴取された。ハローワークの担当者が数
年変更してしまうことなど、実際の連携

の困難さもさることながら、「就職」とい
う新しい企業でのキャリアの最初から支
援を求めるのは難しいことの表れかもし
れなかった。 

当事者支援のひとりに対する支援面談
等の回数は数回～10 数回であった。多く
の専門職は復職～復職後数か月を目途と
して数回の面談を行っていることがほと
んどで、多くの専門職で当事者と復帰時
どのくらいの間で支援していくか期間に
ついて相談していた。面談頻度は週 2→週
1→月 1（3～4 週に 1 回）→随時とフェー
ズごとに頻度を変えて対応していく事例
もあり、一部の当事者では、外部でも社内
の産業保健スタッフと同様なアプローチ
を行えているケースもあると考えられた
が、当事者からの発信でこのような「継続
支援」にまで至るケースはインタビュー
対象者 14 名の中でも 1~2 例で、かなり
のレアケースであると考えられた。 
（２）事業者・企業への支援 
 いくつかのさんぽセンターが持ってい
たケースの中で、当初想定される支援期
間を超えて対応を行った「継続支援」のケ
ースがみられていたが、事業者発信で支
援したケースであり、当初の支援期間を
超え、年単位で間隔が空いたのちに対応
していたケースも見られた。 

企業や事業者への支援については、ケ
ース対応だけではなく、組織への対応と
して体制整備も担っていた。このような
企業は、ケースをきっかけにして整備を
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行う企業や助成金など経済的なメリット
から整備する企業が中心で、そのほか、健
康経営の自治体認証等の側面から整備し
ていく企業もあるようであった。体制整
備については、両立支援促進員の社労士
などでも対応でき、専門職以外が対応し
ているケースも多くなっていた。 

体制整備の広報については、地域窓口
（地域産業保健センター）に相談があっ
た企業に行っていたり、研修会のアンケ
ートで「興味がある」につけた企業を全て
回っていたり、自治体や労働局、労働基準
監督署等の研修会などを通じて広報する
など、あの手この手の広報を行っていた。
制度がある企業を少しでも増やそうとし
て、都道府県産業保健支援センターは地
道な活動を行っていた。 
 
２）さんぽセンターとの意見交換 
 神奈川さんぽセンターだけではなく、
多くのさんぽセンターで対応する両立支
援のケースで、企業と当事者が同じ方向
を向いているケースはレアであるとのこ
とであった。その中で、さんぽセンターに
相談があった事例においては、主治医（医
療機関）がしっかり診断書・意見書を書い
てくれることが分かっていると、安心し
て医療機関との連携をとることができる、
とのコメントがあった。主治医意見書が
あることで企業への介入の糸口に使うこ
とができるためである。しかし、医療機関
からの相談も少ない中では、意見書の発

行も難しい場合、逆にさんぽセンターか
ら医療機関への相談もしにくくなるとい
う現状があるとのことであった。 

なお、さんぽセンターの役割は事業者
支援の視点であるが、その中でも両立支
援に関しては、当事者支援の視点を持た
なければならないことなど、2 つの視点を
持たなければならないことから、スタッ
フの負担や支援はより難しくなりやすい
のではないか、との意見があった。神奈川
県は人口第 2 位の都道府県であり、東京
ほど本社機能の役割を持つ企業はないも
のの、マンパワーにも限りがあり、働き方
改革の推進を行う部門でもあることから、
全ての活動を十分に行うことは難しいよ
うであった。その中で、さんぽセンターの
本来の役割に立ち返り、事業者の産業保
健活動を支援することが最も重要なミッ
ションであるとの認識で、意見交換を実
施した。この意見交換の中では「事業者」
の中に「医療機関」が含まれるという視点
を得ることができた。事業者を拡大して
病院を支援する立場も含め、組織を支援
する役割を広げていくことが、さんぽセ
ンターとしての役割の強化、両立支援の
推進にも役立つものと考えられた。また、
医療機関においては患者、企業への納得
感醸成のための就労に関する専門家とし
ての使い方も可能と考えられた。 

  
Ｄ．考察 

１）専門職インタビュー調査 
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さんぽセンター専門職が協働する両立
支援促進員の数や専門職としてのセンタ
ー内での業務内容・両立支援割合には差
がみられ、都道府県の規模や開設してい
る出張相談窓口の数に影響しているもの
と考えられた。復職後など患者である当
事者に対する「継続支援」については、多
くのさんぽセンターでほとんど対応は行
われていなかった。その理由として、当事
者本人からの希望がないこと、支援の一
定期間を超えた連絡は当事者にも嫌煙さ
れること、など外部支援機関として関わ
ることの難しさを反映しているものと考
えられた。一方で、多くの専門職は、事業
者からの相談や医療機関からの相談対応
のケースではその後の対応を含め、個別
調整支援につながりやすいことを挙げて
いた。このようなケースは本来、外部支援
機関が介入せずとも対応できたケースな
のではないかという専門職による見解も
多数見られ、外部支援機関としての当事
者対応の限界が浮き彫りとなった。しか
し、このようなケースの中に、事業者から
数年越しに相談連絡を受けたケースも数
例見られ、事業者への支援の枠組みとし
て、「継続支援」を行うことが可能である
と考えられた。 

また、外部の支援機関であるからこそ、
当事者の転職・退職に関する相談を受け
ているという側面も見られた。就職に関
する場合にはハローワークへの紹介とな
るが、ハローワークとの連携に課題があ

ると挙げる専門職が多かった。その理由
としてハローワークに繋いだ相談がその
後どうなったのか知る手段がないこと、
ハローワークからの就職に伴う「逆紹介」
が全くないこと、などがその理由である
と推測された。「就職」という新しい企業
でのキャリアの最初から「支援」を導入す
るのは難しいという表れでもあるかもし
れなかった。 

今回インタビューを行った専門職は、5
～6年、産業保健総合支援センターに勤務
しており、さんぽセンターの本来の役割
を熟知した専門職であった。そのため、多
くの専門職で「産業保健総合支援センタ
ーは事業者の産業保健活動に関する支援
を行う立場である」という視点と、両立支
援に関する「当事者への両立支援を促進
する」という視点の違いに苦慮しながら
活動している状況がみられていた。 
 
２）さんぽセンターとの意見交換 
 さんぽセンターの現状について多くの
示唆を得ることができた。中小企業向け
の産業保健活動の推進がまだまだ不十分
な中で、どのように日本の中小企業の産
業保健活動を支援するべきか、悩んでい
る様子が見られた。また、両立支援に対し
てだけは、事業者視点ではなく「患者視点」
での対応が必要となっていることに対し
て、どう折り合っていくか、悩ましい問題
であるようであった。両立支援に関して
は、さんぽセンターとして本来業務を推
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進しつつ、角度を変えた全体の底上げが
必要であり、事業者支援に病院支援の視
点を含めて支援を行うこと、地域窓口（地
域産業保健センター）の利用は少なく、企
業の利用回数に制限はないことなど、さ
んぽセンターの普及にもっと取り組む必
要があると認識であった。 
 
Ｅ．結論 

本研究は、企業側でも医療機関側でも
ない外部支援機関の立場として、都道府
県産業保健総合支援センターによる「継
続支援」について、常勤専門職へのインタ
ビュー調査およびさんぽセンターと意見
交換を実施した。 

14 名がそれぞれ 5 年程度活動する中で、
当事者支援および事業者支援からつなが
った「継続支援」のケースが数件存在して
いた。しかし、ほとんどは 1 回の相談の
みなど、支援に繋がらないケースであり、
外部支援機関としての対応の限界である
と考えられた。「継続支援」のケースは多
職種連携であり、それぞれの役割がうま
くいったケースであると考えられるが、
介入せずとも対応できたケースなのでは
ないかとする専門職の意見もあり、意識
の高い企業への支援に留まってしまって
いることへの悩ましい見解であった。 

また多くの専門職で「産業保健総合支
援センターは事業者の産業保健活動に関
する支援を行う立場である」という視点
から、両立支援においても企業の自律的

な活動につなげられるよう、注意して活
動を行っていた。さんぽセンターとの意
見交換においても、事業者の産業保健活
動の支援の立場を優先していきたい旨が
あり、医療機関を含めた、事業者・組織の
支援体制作りに重点に対応することも、
両立支援の「継続支援」促進への一歩であ
ると考えられた。 
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